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2020～2022年度改訂見通し
― 今年度は▲5.1％、コロナ前ＧＤＰ水準の回復は2023年度に ―
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(前期比年率､％、％ポイント)

2020年 2021年 2022年 2023

7～9 10～12 1～3 4～6 7～9 10～12 1～3 4～6 7～9 10～12 1～3

（実績） （予測） （予測）

 実質ＧＤＰ 22.9 5.6 1.0 2.2 3.1 0.6 2.0 2.0 1.6 1.5 1.4 ▲ 5.1 3.5 1.7 

 個人消費 22.1 4.2 1.0 2.2 2.9 1.2 2.0 2.0 1.6 1.6 1.4 ▲ 6.0 3.3 1.8 

 住宅投資 ▲ 21.2 2.8 10.4 5.8 4.5 ▲ 2.5 ▲ 0.3 1.8 2.7 1.4 0.2 ▲ 6.6 2.7 1.0 

 設備投資 ▲ 9.3 10.4 5.9 3.7 2.4 2.6 3.6 3.6 2.8 2.6 2.4 ▲ 6.8 3.7 3.0 

 在庫投資 (寄与度) (▲ 0.7) (　  0.1) (　  0.0) (　  0.0) (　  0.0) (　  0.0) (　  0.0) (　  0.0) (　  0.0) (　  0.0) (　  0.0) (　  0.0) (▲ 0.0) (　  0.0)

 政府消費 11.6 1.8 ▲ 3.5 1.1 3.8 ▲ 2.6 1.0 0.7 0.7 0.7 0.7 2.6 1.0 0.5 

 公共投資 1.9 3.0 2.1 ▲ 3.3 ▲ 0.6 0.6 0.8 0.4 ▲ 1.6 ▲ 1.4 0.8 3.7 0.0 ▲ 0.2 

 公的在庫 (寄与度) (　  0.0) (　  0.0) (　  0.0) (　  0.0) (　  0.0) (　  0.0) (　  0.0) (　  0.0) (　  0.0) (　  0.0) (　  0.0) (　  0.0) (　  0.0) (　  0.0)

 輸出 31.2 31.0 3.8 4.9 6.2 2.8 3.9 3.9 3.4 3.4 3.0 ▲ 13.1 8.8 3.7 

 輸入 ▲ 30.8 23.4 4.3 3.5 4.6 1.9 3.1 3.1 2.8 2.8 2.6 ▲ 6.1 3.3 2.9 

 国内民需 (寄与度) (　  7.8) (　  4.1) (　  1.8) (　  2.0) (　  2.1) (　  1.0) (　  1.6) (　  1.7) (　  1.4) (　  1.3) (　  1.1) (▲ 4.6) (　  2.4) (　  1.5)

 官公需 (寄与度) (　  2.6) (　  0.6) (▲ 0.6) (　  0.1) (　  0.8) (▲ 0.5) (　  0.3) (　  0.2) (　  0.1) (　  0.1) (　  0.2) (　  0.7) (　  0.2) (　  0.1)

 純輸出 (寄与度) (　  11.5) (　  1.2) (▲ 0.1) (　  0.2) (　  0.3) (　  0.2) (　  0.1) (　  0.1) (　  0.1) (　  0.1) (　  0.1) (▲ 1.2) (　  0.8) (　  0.1)

（前年同期比、％）

 名目ＧＤＰ ▲ 4.6 ▲ 2.4 ▲ 1.7 7.4 2.5 1.7 1.9 1.9 1.9 2.1 2.1 ▲ 4.4 3.3 2.0 

 ＧＤＰデフレーター 1.2 0.2 0.2 ▲ 0.3 ▲ 0.5 0.0 ▲ 0.1 0.0 0.3 0.4 0.5 0.7 ▲ 0.2 0.3 

 消費者物価指数 (除く生鮮) ▲ 0.2 ▲ 1.2 ▲ 0.9 0.0 0.1 0.6 0.5 0.6 0.6 0.7 0.7 ▲ 0.6 0.3 0.6 

(除く生鮮、消費税、教育無償化) ▲ 0.5 ▲ 1.2 ▲ 0.8 0.0 0.1 0.6 0.5 0.6 0.6 0.7 0.7 ▲ 0.7 0.3 0.6 

 完全失業率（％） 3.0 3.4 3.8 3.8 3.6 3.4 3.3 3.2 3.1 3.0 2.9 3.2 3.5 3.1 

 円ドル相場（円/ドル） 106 104 104 105 105 105 105 106 106 106 107 106 105 106

 原油輸入価格（ドル/バレル） 41 45 50 50 51 51 54 57 59 58 59 41 51 58

2022年度2020年度 2021年度

（１）2020年７～９月期の２次ＱＥは、実質ＧＤＰ成長率が前期比年率＋22.9％（前期比＋5.3％）と、
１次ＱＥ（同＋21.4％、同＋5.0％）から小幅上方修正。需要項目別にみると、個人消費や設備投
資が上振れたものの、１次ＱＥからの修正幅は限定的。７～９月期のＧＤＰの水準は、依然として
新型コロナ流行前を大きく下回っており、わが国経済は非常に厳しい状況が続いているという現状
認識に変化なし。

（２）７～９月期の高成長は、緊急事態宣言や諸外国のロックダウンの影響による過度な経済活動の縮
小からの持ち直しという側面が大。新型コロナの流行が収束しないなか、10～12月期以降の成長率
は、大幅に鈍化する見通し。

（３）輸出についてみると、モノの貿易取引は新型コロナ流行後の落ち込みをほぼ取り戻しており、急
回復の局面は概ね一巡した模様。足許では、新型コロナの感染再拡大を受け再び経済活動の規制に
踏み切る国も出てきており、輸出の増加ペースは、2021年入り後、大きく鈍化する見通し。

（４）一方、内需では、設備投資が、デジタル化関連の投資需要などを支えに持ち直すとみられるもの
の、個人消費は、新型コロナの感染者数の動向に左右される形で自粛ムードが残る見込み。さらに、
企業の雇用過剰感が高まっており、今後失業率の一段の上昇が避けられないなど、雇用・所得環境
の悪化も回復の重石に。賞与を中心に賃金への下押し圧力も強いため、個人消費は新型コロナ流行
前の水準を下回る状態が長期化する見通し。

（５）結果として、景気回復ペースは緩やかにとどまり、2020年度の成長率は▲5.1％のマイナス成長
に。2021年度は＋3.5％、2022年度は＋1.7％とプラス成長に転じるものの、2020年度の落ち込みか
らの持ち直しとしては弱く、ＧＤＰが新型コロナ流行前のピークである2019年７～９月期の水準を
回復するのは、2023年度にずれ込む見通し。
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